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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　測定部と、コンタクタと電気的に一括接触した半導体ウエハを収納し且つ測定部との間
で試験用信号を授受する収納部とを備え、上記測定部からの試験用信号に基づいて半導体
ウエハの信頼性を試験する上記収納部において上記コンタクタを押圧する押圧機構と、こ
の押圧機構を介して上記コンタクタと一括接触する上記半導体ウエハを所定の高温度に加
熱する加熱機構と、この加熱機構を制御する温度コントローラとを備え、加速条件下で上
記半導体ウエハに形成された多層配線及び絶縁膜の信頼性を評価する信頼性評価試験装置
であって、上記収納部は、上記半導体ウエハを載置する断熱構造の載置台と、この載置台
を囲み且つ上記コンタクタと電気的に接触する接続リングと、この接続リングと電気的に
接触し且つ上記測定部からの試験用信号を授受する配線基板とを有し、筐体に対して出し
入れ可能に構成されていることを特徴とする信頼性評価試験装置。
【請求項２】
　上記接続リング上に上記コンタクタと接触して上記収納部内を外部から封止するシール
部材を設けると共に、上記収納部に上記収納部内に不活性ガスまたは還元性ガスを供給す
る手段を設けたことを特徴とする請求項１に記載の信頼性評価試験装置。
【請求項３】
　上記収納部は、上記コンタクタの外周縁部を上記シール部材に押さえる押さえ機構を有
することを特徴とする請求項２に記載の信頼性評価試験装置。
【請求項４】
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　上記押圧機構は、上記コンタクタを押圧する押圧板と、この押圧板に下端が連結された
ベローズと、このベローズの上端に連結された昇降可能な支持体と、これらの部材内に気
体を圧入する手段とを有することを特徴とする請求項１～請求項３のいずれか１項に記載
の信頼性評価試験装置。
【請求項５】
　上記加熱機構は、上記半導体ウエハ全面を下面側から均一に加熱し且つ上記載置台を兼
ねる加熱体を有することを特徴とする請求項１～請求項４のいずれか１項に記載の信頼性
評価試験装置。
【請求項６】
　上記加熱体は、上記半導体ウエハの中央部を加熱する第１加熱部と、第１加熱部を囲み
上記半導体ウエハの外周縁部を加熱する第２加熱部を有することを特徴とする請求項５に
記載の信頼性評価試験装置。
【請求項７】
　上記加熱機構は、上記半導体ウエハ全面を上面側から加熱する補助加熱体を有すること
を特徴とする請求項５または請求項６に記載の信頼性評価
試験装置。
【請求項８】
　上記測定部はエレクトロマイグレーション測定部及びリーク電流測定部を有することを
特徴とする請求項１～請求項７のいずれか１項に記載の信頼性評価試験装置。
【請求項９】
　上記各測定部を交互に切り換える切換機構を設けたことを特徴とする請求項８に記載の
信頼性評価試験装置。
【請求項１０】
　上記エレクトロマイグレーション試験時に、直流、パルス直流、交流の三種の電流を印
加する機能を有することを特徴とする請求項８または請求項９に記載の信頼性評価試験装
置。
【請求項１１】
　上記半導体ウエハ上に形成された複数の試験パターンをグループ分けし、同時に５グル
ープ以上の信頼性評価試験を行う試験パターンのグルーピング機能を有することを特徴と
する請求項１～請求項１０のいずれか１項に記載の信頼性評価試験装置。
【請求項１２】
　上記コンタクタと半導体ウエハの間に異方性導電性シートを介在させることを特徴とす
る請求項１～請求項１１のいずれか１項に記載の信頼性評価試験装置。
【請求項１３】
　上記測定部は、上記半導体ウエハ内の１００個以上の半導体素子について同時に信頼性
評価試験を行うことを特徴とする請求項１～請求項１２のいずれか１項に記載の信頼性評
価試験装置。
【請求項１４】
　上記収納部は、上記半導体ウエハを１６０℃以上の温度に維持する断熱構造を有するこ
とを特徴とする請求項１～請求項１３のいずれか１項に記載の信頼性評価試験装置。
【請求項１５】
　上記コンタクタは耐熱性基板を有し、上記耐熱性基板の熱膨張率が１～５０ｐｐｍ／℃
であることを特徴とする請求項１～請求項１４のいずれか１項に記載の信頼性評価試験装
置。
【請求項１６】
　コンタクタと半導体ウエハとウエハホルダーとを一体化してシェルを形成するアライナ
ーと、このシェルを搬送する搬送具と、この搬送具を介して搬送された上記半導体ウエハ
の信頼性評価試験を行う、請求項１～請求項１５のいずれか１項に記載の信頼性評価試験
装置とを備えたことを特徴とする信頼性評価試験システム。
【請求項１７】
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　上記アライナーと上記信頼性評価試験装置をデータ通信可能に構成したことを特徴とす
る請求項１６に記載の信頼性評価試験システム。
【請求項１８】
　上記アライナーは上記半導体ウエハを試験結果に基づいて観察する顕微鏡を有すること
を特徴とする請求項１６または請求項１７に記載の信頼性評価試験システム。
【請求項１９】
　上記搬送具は上記コンタクタ、上記ウエハホルダー及び上記半導体ウエハを一体化する
ための磁石を有することを特徴とする請求項１６～請求項１８のいずれか１項に記載の信
頼性評価試験システム。
【請求項２０】
　上記搬送具は、磁気回路と、この磁気回路を開閉する開閉手段とを有し、上記開閉手段
を介して上記磁気回路を励磁し、消磁することにより、上記コンタクタ及び上記半導体ウ
エハを上記搬送具に吸着し、上記搬送具から脱離させることを特徴とする請求項１６～請
求項１８のいずれか１項に記載の信頼性評価試験システム。
【請求項２１】
　請求項１～請求項１５のいずれか１項に記載の信頼性評価試験装置を用いて、上記信頼
性評価試験装置の測定部からの試験信号に基づいて信頼性評価試験を行う信頼性評価試験
方法であって、
　コンタクタと半導体ウエハをアライメントする工程と、
　アライメントされたコンタクタ、半導体ウエハ及びウエハホルダーを一体化してシェル
を形成する工程と、
　上記シェルを上記信頼性評価試験装置の収納部内の載置台上に載置する工程と、
　上記信頼性評価試験装置の押圧機構により上記コンタクタを上記半導体ウエハに押圧す
る工程と、
　上記コンタクタと接触する上記半導体ウエハを上記信頼性評価試験装置の温度コントロ
ーラにより所定の温度に制御する工程と、
　加速条件下で上記半導体ウエハに形成された電気回路の信頼性を評価する工程と、を備
えた
　ことを特徴とする信頼性評価試験方法。
【請求項２２】
　上記押圧機構は、上記コンタクタを押圧する押圧板と、上記押圧板にその下端が連結さ
れたベローズと、上記ベローズの上端に連結された昇降可能な支持体と、上記押圧板、ベ
ローズ及び支持体で形成された空間内に気体を圧入する手段と、を備えたことを特徴とす
る請求項２１に記載の信頼性評価試験方法。
【請求項２３】
　上記加熱機構は、上記半導体ウエハの全面を下面側から均一に加熱し且つ上記載置台を
兼ねる加熱体を備えたことを特徴とする請求項２１または請求項２２に記載の信頼性評価
試験方法。
【請求項２４】
　上記コンタクタと上記半導体ウエハの間に異方性導電性フィルムを設けた状態で上記信
頼性評価試験を行うことを特徴とする請求項２１～請求項２３のいずれか１項に記載の信
頼性評価試験方法。
【請求項２５】
　上記コンタクタは、耐熱性基板を有し、上記耐熱性基板の熱膨張率が１～５０ｐｐｍ／
℃であることを特徴とする請求項２１～請求項２４のいずれか１項に記載の信頼性評価試
験方法。
【請求項２６】
　上記半導体ウエハと上記コンタクタを電気的に一括接触させ、上記半導体ウエハについ
て異なった信頼性評価試験を同時に行うことを特徴とする請求項２１～請求項２５のいず
れか１項に記載の信頼性評価試験方法。
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【請求項２７】
　上記半導体ウエハと上記コンタクタを電気的に一括接触させた状態で、上記半導体ウエ
ハを１６０℃以上に加熱した後、上記半導体ウエハを加圧し、その後上記半導体ウエハに
電気を導通させ、上記半導体ウエハについて信頼性評価試験を行うことを特徴とする請求
項２１～請求項２６のいずれか１項に記載の信頼性評価試験方法。
【請求項２８】
　上記半導体ウエハ内の１００以上の半導体素子について同時に信頼性評価試験を行うこ
とを特徴とする請求項２１～請求項２７のいずれか１項に記載の信頼性評価試験方法。
【請求項２９】
　上記信頼性評価試験としてエレクトロマイグレーション試験とリーク電流試験の少なく
ともいずれか一方の試験を行うことを特徴とする請求項２１～請求項２８のいずれか１項
に記載の信頼性評価試験方法。
【請求項３０】
　上記信頼性評価試験として上記エレクトロマイグレーション試験とリーク電流試験の両
方の試験を行う場合には、上記エレクトロマイグレーション試験とリーク電流試験を交互
に切り換えて行うことを特徴とする請求項２９に記載の信頼性評価試験方法。
【請求項３１】
　上記半導体ウエハ面内を１６０～３５０℃の範囲内で±２．０℃以内の温度分布に制御
することを特徴とする請求項２１～請求項３０のいずれか１項に記載の信頼性評価試験方
法。
【請求項３２】
　上記収納部に不活性ガスを供給する手段を設けた場合には、上記不活性ガスを供給する
手段から上記収納部内に上記不活性ガスを供給して上記半導体ウエハと上記コンタクタを
不活性ガス雰囲気に置き、また、上記収納部に還元性ガスを供給する手段を設けた場合に
は、上記還元性ガスを供給する手段から上記収納部内に上記還元性ガスを供給して上記半
導体ウエハと上記コンタクタを還元性ガス雰囲気に置くことを特徴とする請求項２１～請
求項３１のいずれか１項に記載の信頼性評価試験方法。
【請求項３３】
　酸素濃度が１００ｐｐｍ以下であることを特徴とする請求項２１～請求項３２のいずれ
か１項に記載の信頼性評価試験方法。
【請求項３４】
　上記信頼性評価試験は、直流、パルス直流及び交流の三種の電流を印加する機能を備え
たことを特徴とする請求項２１～請求項３３のいずれか１項に記載の信頼性評価試験方法
。
【請求項３５】
　上記半導体ウエハ上に形成された複数の試験パターンをグループ分けし、これらのグル
ープについて同時に信頼性評価試験を行うことを特徴とする請求項２１～請求項３４のい
ずれか１項に記載の信頼性評価試験方法。
【請求項３６】
　上記コンタクタ、上記ウエハホルダー及び上記半導体ウエハは、アライナーによって一
体化されて、搬送具によって上記収納部に搬送されることを特徴とする請求項２１～請求
項３５のいずれか１項に記載の信頼性評価試験方法。
【請求項３７】
　上記信頼性評価試験によって得られたデータが上記アライナーに送信されることを可能
にすることを特徴とする請求項２１～請求項３６のいずれか１項に記載の信頼性評価試験
方法。
【請求項３８】
　上記アライナーは、上記半導体ウエハの試験結果に基づいて上記半導体ウエハを観察す
るための顕微鏡を備えていることを特徴とする請求項３７に記載の信頼性評価試験方法。
【請求項３９】
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　上記搬送具は、上記コンタクタ、上記ウエハホルダー及び上記半導体ウエハを一体化す
るための磁石を有することを特徴とする請求項３６～請求項３８のいずれか１項に記載の
信頼性評価試験方法。
【請求項４０】
　上記搬送具は、磁気回路と、上記磁気回路を励磁し，消磁することにより、上記コンタ
クタ、上記ウエハホルダー及び上記半導体ウエハを上記搬送具に吸着し、上記搬送具から
脱離させることを特徴とする請求項３６～請求項３９のいずれか１項に記載の信頼性評価
試験方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、信頼性評価試験装置、信頼性評価試験システム及び信頼性評価試験方法に関
し、更に詳しくは半導体ウエハ内に形成された多数の半導体素子を一括接触させた半導体
ウエハ内の半導体素子の多層配線を形成する配線及び絶縁膜の信頼性評価試験を行う信頼
性評価試験装置、信頼性評価試験システム及び信頼性評価試験方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
半導体検査工程では半導体ウエハ（以下、「ウエハ」と称す。）の表面に多数形成された
半導体素子（以下、「デバイス」と称す。）についてウエハレベルで電気的特性検査を行
い、電気的特性に欠陥のないチップをスクリーニングしている。その後、検査の最終工程
として、ウエハをダイシングした後、各デバイスについて加速条件下でウエハ内の多層配
線のエレクトロマイグレーション試験や同一面内及び上下の配線間のリーク電流試験等の
信頼性評価試験を行う。
【０００３】
信頼性評価試験を行う場合には、試験用のパッケージを作製し、デバイスをパッケージン
グする。引き続き、例えば７０個程度のパッケージを加熱炉内で所定の高温（例えば、３
００℃）下で各デバイスについて信頼性評価試験を行う。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、従来のように加熱炉内で信頼性評価試験の場合にはウエハをダイシングし
た後、試験用パッケージを作製し、この試験用パッケージを用いて各デバイスをパッケー
ジングするため、ウエハのダイシング、試験用パッケージの作製及び各デバイスのパッケ
ージングに相当の期間と費用が必要になるという課題があった。更に、従来の加熱炉では
一度に数１０個のパッケージ、換言すれば数１０個のデバイスしか試験を行うことができ
ないという課題があった。
【０００５】
また、例えば銅、銅合金等の酸化しやすい金属配線を有するデバイスの場合には、加熱炉
内を不活性ガス雰囲気にするが、加熱炉は気密性に劣り、例えば銅配線の酸化を防止する
程度まで酸素濃度を下げることができない。そのため、銅配線の場合には、銅配線のパッ
ド部のみならずパッド部を介して銅配線そのものが酸化してしまうため、ウエハサンプル
作製時に酸化防止用のアルミパッド層を銅パッド部に追加しなくてはならない。また、複
数種のサンプルを試験する場合には、その種類に応じてダイシング方法及びワイヤーボン
ディング箇所を工夫しなくてはならない等の問題もあった。従って、信頼性評価試験結果
が出るまでに３週間以上という長時間を要するという課題があった。
【０００６】
更に、信頼性上重要なパラメータや様々な試験パターンと関連した依存性等は、何回も試
験を行って試験データを取得しなければならないため、試験効率に劣るという課題があっ
た。また、例えば、エレクトロマイグレーション試験の場合には、エレクトロマイグレー
ションにより発生したボイドの場所を一つずつ観察し、その観察結果をその後のプロセス
開発にフィードバックするが、この観察時には試験用パッケージを一つ一つ解体してそれ
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ぞれのデバイスを取り出し、ボンディングワイヤーを取り外した後、デバイスを顕微鏡で
観察するという多大な労力と時間を要するという課題があった。
【０００７】
　本発明は、上記課題を解決するためになされたもので、半導体素子をウエハレベルで信
頼性評価試験を迅速且つ効率良くしかも高い信頼性を持って行うことができると共に信頼
性評価試験に要する労力及び費用を格段に低減することができる信頼性評価試験装置、信
頼性評価試験システム及び信頼性評価試験
方法を提供することを目的としている。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
　本発明の請求項１に記載の信頼性評価試験装置は、測定部と、コンタクタと電気的に一
括接触した半導体ウエハを収納し且つ測定部との間で試験用信号を授受する収納部とを備
え、上記測定部からの試験用信号に基づいて半導体ウエハの信頼性を試験する、上記収納
部において上記コンタクタを押圧する押圧機構と、この押圧機構を介して上記コンタクタ
と一括接触する上記半導体ウエハを所定の高温度に加熱する加熱機構と、この加熱機構を
制御する温度コントローラとを備え、加速条件下で上記半導体ウエハに形成された多層配
線及び絶縁膜の信頼性を評価する信頼性評価試験装置であって、上記収納部は、上記半導
体ウエハを載置する断熱構造の載置台と、この載置台を囲み且つ上記コンタクタと電気的
に接触する接続リングと、この接続リングと電気的に接触し且つ上記測定部からの試験用
信号を授受する配線基板とを有し、筐体に対して出し入れ可能に構成されていることを特
徴とするものである。
【０００９】
　また、本発明の請求項２に記載の信頼性評価試験装置は、請求項１に記載の発明におい
て、上記接続リング上に上記コンタクタと接触して上記収納部内を外部から封止するシー
ル部材を設けると共に、上記収納部内に不活性ガスまたは還元性ガスを供給する手段を設
けたことを特徴とするものである。
【００１０】
　また、本発明の請求項３に記載の信頼性評価試験装置は、請求項２に記載の発明におい
て、上記収納部は、上記コンタクタの外周縁部を上記シール部材に押さえる押さえ機構を
有することを特徴とするものである。
【００１１】
また、本発明の請求項４に記載の信頼性評価試験装置は、請求項１～請求項３のいずれか
１項に記載の発明において、上記押圧機構は、上記コンタクタを押圧する押圧板と、この
押圧板に下端が連結されたベローズと、このベローズの上端に連結された昇降可能な支持
体と、これらの部材内に気体を圧入する手段とを有することを特徴とする信頼性評価試験
装置。
【００１２】
　また、本発明の請求項５に記載の信頼性評価試験装置は、請求項１～請求項４のいずれ
か１項に記載の発明において、上記加熱機構は、上記半導体ウエハ全面を下面側から均一
に加熱し且つ上記載置台を兼ねる加熱体を有することを特徴とするものである。
【００１３】
また、本発明の請求項６に記載の信頼性評価試験装置は、請求項５に記載の発明において
、上記加熱体は、上記半導体ウエハの中央部を加熱する第１加熱部と、第１加熱部を囲み
上記半導体ウエハの外周縁部を加熱する第２加熱部を有することを特徴とするものである
。
【００１４】
また、本発明の請求項７に記載の信頼性評価試験装置は、請求項５または請求項６に記載
の発明において、上記加熱機構は、上記半導体ウエハ全面を上面側から加熱する補助加熱
体を有することを特徴とするものである。
【００１５】
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また、本発明の請求項８に記載の信頼性評価試験装置は、請求項１～請求項７のいずれか
１項に記載の発明において、上記測定部はエレクトロマイグレーション測定部及びリーク
電流測定部を有することを特徴とするものである。
【００１６】
また、本発明の請求項９に記載の信頼性評価試験装置は、請求項８に記載の発明において
、上記各測定部を交互に切り換える切換機構を設けたことを特徴とするものである。
【００１７】
また、本発明の請求項１０に記載の信頼性評価試験装置は、請求項８または請求項９に記
載の発明において、上記エレクトロマイグレーション試験時に、直流、パルス直流、交流
の三種の電流を印加する機能を有することを特徴とするものである。
【００１８】
また、本発明の請求項１１に記載の信頼性評価試験装置は、請求項１～請求項１０のいず
れか１項に記載の発明において、上記半導体ウエハ上に形成された複数の試験パターンを
グループ分けし、同時に５グループ以上の信頼性評価試験を行う試験パターンのグルーピ
ング機能を有することを特徴とするものである。
【００１９】
また、本発明の請求項１２に記載の信頼性評価試験装置は、請求項１～請求項１１のいず
れか１項に記載の発明において、上記コンタクタと半導体ウエハの間に異方性導電性シー
トを介在させることを特徴とするものである。
【００２０】
また、本発明の請求項１３に記載の信頼性評価試験装置は、請求項１～請求項１２のいず
れか１項に記載の発明において、上記測定部は、上記半導体ウエハ内の１００個以上の半
導体素子について同時に信頼性評価試験を行うことを特徴とするものである。
【００２１】
　また、本発明の請求項１４に記載の信頼性評価試験装置は、請求項１～請求項１３のい
ずれか１項に記載の発明において、上記収納部は、上記半導体ウエハを１６０℃以上の温
度に維持する断熱構造を有することを特徴とするものである。
【００２２】
また、本発明の請求項１５に記載の信頼性評価試験装置は、請求項１～請求項１４のいず
れか１項に記載の発明において、上記コンタクタは耐熱性基板を有し、上記耐熱性基板の
熱膨張率が１～５０ｐｐｍ／℃であることを特徴とするものである。
【００２３】
　また、本発明の請求項１６に記載の信頼性評価試験システムは、コンタクタと半導体ウ
エハとウエハホルダーとを一体化してシェルを形成するアライナーと、このシェルを搬送
する搬送具と、この搬送具を介して搬送された上記半導体ウエハの信頼性評価試験を行う
、請求項１～請求項１５のいずれか１項に記載の信頼性評価試験装置とを備えたことを特
徴とするものである。
【００２４】
また、本発明の請求項１７に記載の信頼性評価試験システムは、請求項１６に記載の発明
において、上記アライナーと上記信頼性評価試験装置をデータ通信可能に構成したことを
特徴とするものである。
【００２５】
また、本発明の請求項１８に記載の信頼性評価試験システムは、請求項１６または請求項
１７に記載の発明において、上記アライナーは上記半導体ウエハを試験結果に基づいて観
察する顕微鏡を有することを特徴とするものである。
【００２６】
　また、本発明の請求項１９に記載の信頼性評価試験システムは、請求項１６～請求項１
８のいずれか１項に記載の発明において、上記搬送具は上記コンタクタ、上記ウエハホル
ダー及び上記半導体ウエハを一体化するための磁石を有することを特徴とするものである
。
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【００２７】
　また、本発明の請求項２０に記載の信頼性評価試験システムは、請求項１６～請求項１
８のいずれか１項に記載の発明において、上記搬送具は、磁気回路と、この磁気回路を開
閉する開閉手段とを有し、上記開閉手段を介して上記磁気回路を励磁し、消磁することに
より、上記コンタクタ及び上記半導体ウエハを上記搬送具に吸着し、上記搬送具から脱離
させることを特徴とするものである。
【００２８】
　また、本発明の請求項２１に記載の信頼性評価試験方法は、請求項１～請求項１５のい
ずれか１項に記載の信頼性評価試験装置を用いて、上記信頼性評価試験装置の測定部から
の試験信号に基づいて信頼性評価試験を行う信頼性評価試験方法であって、コンタクタと
半導体ウエハをアライメントする工程と、アライメントされたコンタクタ、半導体ウエハ
及びウエハホルダーを一体化してシェルを形成する工程と、上記シェルを上記信頼性評価
試験装置の収納部内の載置台上に載置する工程と、上記信頼性評価試験装置の押圧機構に
より上記コンタクタを上記半導体ウエハに押圧する工程と、上記コンタクタと接触する上
記半導体ウエハを上記信頼性評価試験装置の温度コントローラにより所定の温度に制御す
る工程と、加速条件下で上記半導体ウエハに形成された電気回路の信頼性を評価する工程
と、を備えたことを特徴とするものである。
【００２９】
　また、本発明の請求項２２に記載の信頼性評価試験方法は、請求項２１に記載の発明に
おいて、上記押圧機構は、上記コンタクタを押圧する押圧板と、上記押圧板にその下端が
連結されたベローズと、上記ベローズの上端に連結された昇降可能な支持体と、上記押圧
板、ベローズ及び支持体で形成された空間内に気体を圧入する手段と、を備えたことを特
徴とするものである。
【００３０】
　また、本発明の請求項２３に記載の信頼性評価試験方法は、請求項２１または請求項２
２に記載の発明において、上記加熱機構は、上記半導体ウエハの全面を下面側から均一に
加熱し且つ上記載置台を兼ねる加熱体を備えたことを特徴とするものである。
【００３１】
　また、本発明の請求項２４に記載の信頼性評価試験方法は、請求項２１～請求項２３の
いずれか１項に記載の発明において、上記コンタクタと上記半導体ウエハの間に異方性導
電性フィルムを設けた状態で上記信頼性評価試験を行うことを特徴とするものである。
【００３２】
　また、本発明の請求項２５に記載の信頼性評価試験方法は、請求項２１～請求項２４の
いずれか１項に記載の発明において、上記コンタクタは、耐熱性基板を有し、上記耐熱性
基板の熱膨張率が１～５０ｐｐｍ／℃であることを特徴とするものである。
【００３３】
　また、本発明の請求項２６に記載の信頼性評価試験方法は、請求項２１～請求項２５の
いずれか１項に記載の発明において、上記半導体ウエハと上記コンタクタを電気的に一括
接触させ、上記半導体ウエハについて異なった信頼性評価試験を同時に行うことを特徴と
するものである。
【００３４】
　また、本発明の請求項２７に記載の信頼性評価試験方法は、請求項２１～請求項２６に
記載の発明において、上記半導体ウエハと上記コンタクタを電気的に一括接触させた状態
で、上記半導体ウエハを１６０℃以上に加熱した後、上記半導体ウエハを加圧し、その後
上記半導体ウエハに電気を導通させ、上記半導体ウエハについて信頼性評価試験を行うこ
とを特徴とするものである。
【００３５】
　また、本発明の請求項２８に記載の信頼性評価試験方法は、請求項２１～請求項２７の
いずれか１項に記載の発明において、上記半導体ウエハ内の１００以上の半導体素子につ
いて同時に信頼性評価試験を行うことを特徴とするものである。
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【００３６】
　また、本発明の請求項２９に記載の信頼性評価試験方法は、請求項２１～請求項２８の
いずれか１項に記載の発明において、上記信頼性評価試験としてエレクトロマイグレーシ
ョン試験とリーク電流試験の少なくともいずれか一方の試験を行うことを特徴とするもの
である。
【００３７】
　また、本発明の請求項３０に記載の信頼性評価試験方法は、請求項２９に記載の発明に
おいて、上記信頼性評価試験として上記エレクトロマイグレーション試験とリーク電流試
験の両方の試験を行う場合には、上記エレクトロマイグレーション試験とリーク電流試験
を交互に切り換えて行うことを特徴とするものである。
【００３８】
　また、本発明の請求項３１に記載の信頼性評価試験方法は、請求項２１～請求項３０の
いずれか１項に記載の発明において、上記半導体ウエハ面内を１６０～３５０℃の範囲内
で±２．０℃以内の温度分布に制御することを特徴とするものである。
　また、本発明の請求項３２に記載の信頼性評価試験方法は、請求項２１～請求項３１の
いずれか１項に記載の発明において、上記収納部に不活性ガスを供給する手段を設けた場
合には、上記不活性ガスを供給する手段から上記収納部内に上記不活性ガスを供給して上
記半導体ウエハと上記コンタクタを不活性ガス雰囲気に置き、また、上記収納部に還元性
ガスを供給する手段を設けた場合には、上記還元性ガスを供給する手段から上記収納部内
に上記還元性ガスを供給して上記半導体ウエハと上記コンタクタを還元性ガス雰囲気に置
くことを特徴とするものである。
　また、本発明の請求項３３に記載の信頼性評価試験方法は、請求項２１～請求項３２の
いずれか１項に記載の発明において、酸素濃度が１００ｐｐｍ以下であることを特徴とす
るものである。
　また、本発明の請求項３４に記載の信頼性評価試験方法は、請求項２１～請求項３３の
いずれか１項に記載の発明において、上記信頼性評価試験は、直流、パルス直流及び交流
の三種の電流を印加する機能を備えたことを特徴とするものである。
　また、本発明の請求項３５に記載の信頼性評価試験方法は、請求項２１～請求項３４の
いずれか１項に記載の発明において、上記半導体ウエハ上に形成された複数の試験パター
ンをグループ分けし、これらのグループについて同時に信頼性評価試験を行うことを特徴
とするものである。
　また、本発明の請求項３６に記載の信頼性評価試験方法は、請求項２１～請求項３５の
いずれか１項に記載の発明において、上記コンタクタ、上記ウエハホルダー及び上記半導
体ウエハはアライナーによって一体化され、搬送具によって上記収納部に搬送されること
を特徴とするものである。
　また、本発明の請求項３７に記載の信頼性評価試験方法は、請求項２１～請求項３６の
いずれか１項に記載の発明において、上記信頼性評価試験によって得られたデータが上記
アライナーに送信されることを可能にすることを特徴とするものである。
　また、本発明の請求項３８に記載の信頼性評価試験方法は、請求項３７に記載の発明に
おいて、上記アライナーは、上記半導体ウエハの試験結果に基づいて上記半導体ウエハを
観察するための顕微鏡を備えていることを特徴とするものである。
　また、本発明の請求項３９に記載の信頼性評価試験方法は、請求項３６～請求項３８の
いずれか１項に記載の発明において、上記搬送具は、上記コンタクタ、上記ウエハホルダ
ー及び上記半導体ウエハを一体化するための磁石を有することを特徴とするものである。
　また、本発明の請求項４０に記載の信頼性評価試験方法は、請求項３６～請求項３９の
いずれか１項に記載の発明において、上記搬送具は、磁気回路と、上記磁気回路を励磁し
、消磁することにより、上記コンタクタ、上記ウエハホルダー及び上記半導体ウエハを上
記搬送具に吸着し、上記搬送具から脱離させることを特徴とするものである。
【００３９】
【発明の実施の形態】



(10) JP 4173306 B2 2008.10.29

10

20

30

40

50

以下、図１～図２２に示す実施形態に基づいて本発明を説明する。
本実施形態の信頼性評価試験システムは、信頼性評価試験装置１０とアライナー５０とを
備え、これら両者はデータ通信可能に通信ネットワークで結ばれている。そこで、まず本
実施形態の信頼性評価試験装置１０について説明した後、アライナー５０について説明す
る。
【００４０】
本実施形態の信頼性評価試験装置１０は、図１の（ａ）、（ｂ）及び図２に示すように、
後述のコンタクタ１１（図３の（ａ）、（ｂ）参照）と電気的に一括接触したウエハを収
納するウエハ収納部１２と、このウエハ収納部１２の上方に配置され且つコンタクタ１１
を押圧する押圧機構１３と、この押圧機構１３を介して押圧されたウエハを直接加熱する
加熱機構１４（図２参照）と、この加熱機構１４を介して加熱されたウエハの電気的測定
を行う測定部１５と、この測定部１５の測定用信号を生成すると共に測定結果信号を処理
するテスタ部１６と、ウエハの温度を制御する温度コントローラ１７と、テスタ部１６を
管理するテスタ管理部１８と、これらの機器を収納する筐体１９と、この筐体１９内の各
機器を制御するコントローラ２０（図１の（ｂ）参照）とを備え、温度、電流密度等の加
速条件下で上記半導体ウエハに形成された配線膜、絶縁膜の信頼性を評価する。コントロ
ーラ２０は、図１の（ｂ）に示すように、デスクトップタイプのコンピュータによって構
成され、筐体１９に隣接して配置されている。コンピュータのモニタ画面２０Ａには例え
ば試験結果がウエハマップ（図１６参照）として表示され、ウエハマップの各デバイスを
マウス２０Ｂでクリックすることによってその試験結果をモニタ画面２０Ａに瞬時表示す
ることができる。更に、コントローラ２０は後述するアライナーとのデータ通信機能を有
し、信頼性評価試験の結果をアライナーへ送信することができる。また、ウエハ収納部１
２はスライド機構２１を介して筐体１９に対して図１の矢印Ａ方向に出し入れできるよう
になっている。また、測定部１５は例えばエレクトロマイグレーション（ＥＭ）測定部１
５Ａと、リーク電流（ＢＴ）測定部１５Ｂとから構成され、テスタ部１６はこれらの測定
部１５Ａ、１５Ｂに対応して構成されている。この信頼性評価試験装置１０の構造の要部
を示したものが図２である。
【００４１】
上記ウエハ収納部１２は、例えば図２に示すように、コンタクタ１１と電気的に一括接触
したウエハＷを後述する加熱体を介して載置する断熱、絶縁性材料からなる載置台２２と
、この載置台２２を断熱性及び絶縁性材料からなる筒体２３を介して囲み且つコンタクタ
１１と耐熱性の接触端子（例えば、ポゴピン）２４Ａを介して電気的に接触する耐熱性の
接続リング２４と、この接続リング２４と電気的に接触し且つ測定部１５からの試験用信
号を授受する配線基板２５とを備え、押圧機構１３を介してコンタクタ１１とウエハＷが
確実に電気的に一括接触すると共にコンタクタ１１が接続リング２４及び配線基板２５を
介して測定部１５と導通可能に構成されている。
【００４２】
また、図２に示すように、接続リング２４の外周縁部には例えばシリコンゴム等の耐熱性
樹脂からなるシールリング２６が配置され、このシールリング２６とコンタクタ１１が弾
力的に接触してウエハ収納部１２内に気密空間を形成する。更に、ウエハ収納部１２は、
コンタクタ１１の外周縁部を押さえる押さえ機構２７を備え、押さえ機構２７を介してコ
ンタクタ１１と接続リング２４が確実に電気的に接触する。この押さえ機構２７は、例え
ば、耐熱性材料（例えば、セラミック）によってコンタクタ１１の外周縁部に合わせて形
成された第１リング状部材２７Ａと、このリング状部材２７Ａと略同一大きさに形成され
た第２リング状部材２７Ｂと、第１、第２リング状部材２７Ａ、２７Ｂ間に介在する耐熱
性バネ部材２７Ｃと、第２リング状部材２７Ｂと一体的に形成され且つウエハ収納部１２
の後方でヒンジ結合されたアーム２７Ｄと、このアーム２７Ｄを支持する一対のガススプ
リング（図示せず）とを備え、ガススプリングの働きで第１、第２リング状部材２７Ａ、
２７Ｂが軽い力で開閉するようになっている。また、この押さえ機構２７はロック機構２
７Ｅを備え、ロック機構２７Ｅを介して第１、第２リング状部材２７Ａ、２７Ｂをコンタ



(11) JP 4173306 B2 2008.10.29

10

20

30

40

50

クタ１１の外周縁部に固定する。従って、ウエハ収納部１２は、一体化したコンタクタ１
１及びウエハＷを収納し、押圧機構１３及び押さえ機構２７を介してコンタクタ１１を押
圧すると、内部が外部から断熱され、気密を保つ構造になっている。
【００４３】
　また、例えば図２に示すよう載置台２２には上下方向に貫通する一対の給排気孔２２Ａ
、２２Ｂがそれぞれ形成され、給気孔２２Ａから窒素ガス等の不活性ガス及び／または水
素ガス等の還元性ガスを供給してウエハ収納部１２内のコンタクタ１１とウエハＷの接触
部という極めて限られた最小限の空間に不活性ガス雰囲気または還元性ガス雰囲気を形成
し、排気孔２２Ｂから不活性ガス及び／または還元性ガスを排気する。還元性ガスを供給
する場合には不活性ガスに所定量の還元性ガスを添加することが好ましい。ウエハ収納部
１２内の狭い空間で不活性ガス雰囲気及び／または還元性ガス雰囲気を形成することによ
ってウエハＷに形成された銅配線等の酸化されやすい金属配線の高温下での酸化を防止し
、あるいは金属酸化膜を還元することができ、しかも不活性ガス及び／または還元性ガス
の供給量を最小限に抑えることができる。また、ウエハ収納部１２は気密構造になってい
るため、不活性ガス及び／または還元性ガスで空気を置換すると酸素濃度を銅等の酸化さ
れやすい金属配線またはパッドの酸化を防止し得る濃度、例えば１０ｐｐｍ以下、具体的
には１～５ｐｐｍ以下まで下げることができる。酸素濃度はウエハ収納部１２内に配置さ
れた従来公知の酸素センサ（図示せず）を介して検出し、この検出信号に基づいて筐体１
９内に配設された酸素濃度測定部２８（図１参照）において酸素濃を算出する。従って、
従来のように試験用パッドに酸化防止用のアルミパッド層を設ける必要がない。還元性ガ
スで置換すれば高温下で金属酸化膜を還元するため、試験直前までに形成された金属酸化
膜を還元し、ウエハＷとコンタクタ１１間の電気的な導通を確実に取ることができる。
【００４４】
　上記押圧機構１３は、図１に示すように、筐体１９内に挿入されたウエハ収納部１２の
真上に固定されている。この押圧機構１３は、図１、図２に示すように、コンタクタ１１
を押圧する押圧板１３Ａと、この押圧板１３Ａの上面に下端が連結された金属製のベロー
ズ１３Ｂと、このベローズ１３Ｂの上端に連結され且つベローズ１３Ｂを支持する支持板
１３Ｃと、この支持板１３Ｃに連結され且つ筐体１９内で垂下して固定されたシリンダ機
構１３Ｄとを備えている。また、図２に示すように支持板１３Ｃには貫通孔１３Ｅが形成
され、この貫通孔１３Ｅから圧縮空気を供給し、押圧板１３Ａ、ベローズ１３Ｂ及び支持
板１３Ｃ内を加圧する。この加圧によりシリンダ機構１３Ｄを介して降下した支持板１３
Ｃからベローズ１３Ｂが下降に伸び、押圧板１３Ａを介してコンタクタ１１を押下し、コ
ンタクタ１１全面を均等に押圧することによってコンタクタ１１のバンプとウエハＷの電
極パッドを確実に一括接触させることができる。また、図２に示すように押圧板１３Ａの
下面中央には後述する補助加熱体が固定され、ウエハＷをコンタクタ１１側からも加熱す
る。また、押さえ機構２７は、上述したようにウエハ収納部１２の後方でヒンジ結合され
、ガススプリング等の補助機構を介して開閉自在に構成され、一体化したコンタクタ１１
とウエハＷをウエハ収納部１２内に載置した後、前方に倒し、ロック機構２７Ｅを介して
ウエハ収納部１２内のコンタクタ１１周縁部に対して水平に接合して図２に示すようにウ
エハ収納部１２に収納されたコンタクタ１１の外周縁部を押さえる構造になっている。
【００４５】
上記加熱機構１４は、載置台２２上に配置され且つウエハＷを下面側から加熱する加熱体
２９を主体に構成され、ウエハＷ全面を均一に加熱する。更に、この加熱体２９は、例え
ば、載置台２２上の中央部に配置された円形状の第１加熱部２９Ａと、第１加熱部２９Ａ
を囲むリング状の第２加熱部２９Ｂとからなり、第１加熱部２９Ａを介してウエハＷの中
央部を加熱すると共に第２加熱部２９Ｂを介してウエハＷの外周縁部を加熱する。第２加
熱部２９ＢがウエハＷ外周縁部からの放熱分を補完する役割を果たしている。加熱体２９
はウエハＷ全面を均一に加熱できれば第１加熱部２９Ａ及び第２加熱部２９Ｂとして分割
しなくても良い。また、加熱機構１４は、加熱体２９の他に、コンタクタ１１の上面から
接触する円盤状の補助加熱体２９Ｃを備え、加熱体２９と協働してウエハＷをより確実に
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所定の高温まで加熱し、その温度を維持する。この加熱機構１４は上述したようにウエハ
Ｗを上下両面から直接加熱し、しかも加熱空間が極めて限られているため、ウエハＷを短
時間で目標温度まで加熱することができ、しかもウエハＷを１６０℃以上、最大で３５０
℃の高温まで加熱、維持し、高温下でウエハＷの金属配線のエレクトロマイグレーション
及びリーク電流等を高精度に測定することができる。この加熱機構１４は、ウエハＷを１
６０℃以上に加熱した時にはウエハＷ全面の温度分布を±２．０℃以内で温度制御し、ウ
エハＷ全面を均一に加熱することができる。従って、例えば配線材料として銅を用いた場
合にも高温、高密度電流の加速条件下で信頼性評価試験を行い、配線、絶縁膜を高精度で
評価することができる。
【００４６】
また、上記ウエハ収納部１２を構成する配線基板２５は筐体１９の奧側（図２の右側）に
延長され、この延長部分２５Ａの上下両面それぞれに外部接続端子（図示せず）が形成さ
れている。一方、図１に示すＥＭ測定部１５Ａ及びＢＴ測定部１５Ｂの接続基板１５Ｃ、
１５Ｄが図２に示すように延長部分２５Ａを挟むように配置され、これらの接続基板１５
Ｃ、１５Ｄは駆動機構（図示せず）を介して延長部分２５Ａの上下両面の外部接続端子と
交互に電気的に接触し、ＥＭ測定部１５ＡとＢＴ測定部１５Ｂ間を交互に切り換える。即
ち、接続基板１５Ｃ、１５ＤはＥＭ測定部１５ＡとＢＴ測定部１５Ｂ間の切換機構として
機能する。これらの測定部１５Ａ、１５Ｂそれぞれは例えば５１２チャンネルを有するボ
ードからなり、５１２個のデバイスを同時に測定することができる。
【００４７】
上記コンタクタ１１とウエハＷは、図２に示すように異方性導電性シート３１を介して一
括接触している。コンタクタ１１のバンプ及びウエハＷの電極パッドは円形または多角形
、またはこれらの組み合わせのいずれかが好ましい。バンプのピッチ方向の最大長はウエ
ハの電極パッドのピッチサイズ以下が好ましく、例えば直径が約７５μｍの大きさに形成
され、それぞれの中心を基準として約１２０μｍの間隔を空けて形成されている。一方、
異方性導電性シート３１は、コンタクタ１１のバンプ及びウエハＷの電極パッドに高低差
があっても、この高低差を吸収し得る弾性構造を有している。このような異方性性シート
３１としては、例えばゴアメイト（ゴア社製の商品名）が好適に用いられる。ゴアメイト
は、例えば図７の（ａ）、（ｂ）に示すように、四フッ化エチレン樹脂シート３１Ａと、
この四フッ化エチレン樹脂シート３１Ａ全面を所定間隔（例えば、７０μｍ）を空けて均
等に貫通するニッケル微粒子の集合体（例えば、直径が２５μｍ）３１Ｂとから形成され
ている。集合体３１Ｂは金微粒子が集合して形成されているため、集合体３１Ｂに圧力が
掛かるとニッケル微粒子が圧密状態になる。従って、コンタクタ１１とウエハＷ間に異方
性導電性シート３１を介在させるだけでコンタクタ１１のバンプとウエハＷの電極パッド
は異方性導性シート３１を介して弾力的に一括接触し、両者１１、Ｗ間の導通を確実に取
ることができる。このゴアメイトは通常使い捨てにする。また、図２、図７において、３
２は例えば鉄系材料等の磁性材料からなるウエハホルダーである。尚、コンタクタ１１の
バンプとウエハＷの電極パッドをアライメントする際には後述のアライナーを用いること
ができる。
【００４８】
而して、上記コンタクタ１１は、例えば図３の（ａ）、（ｂ）に示すように、後述の材料
によって形成された耐熱性基板１１Ａと、この耐熱性基板１１Ａの上面に例えば銅または
銅合金等の導電性金属によって形成された導体回路１１Ｂと、この導体回路１１Ｂと一体
的にそれぞれ複数ずつ形成されたバンプ１１Ｃ及びウエハＷ用の接続パッド部１１Ｄと、
信頼性評価試験装置１０の接続リング２４のポゴピン２４Ａと電気的に接触する接続用パ
ッド部１１Ｅと、これらのバンプ１１Ｃ、接続パッド部１１Ｄ及び接続用パッド部１１Ｅ
以外の部分を被覆する絶縁性被膜１１Ｆとを備え、１６０℃以上の温度で信頼性評価試験
を行う際に好適に使用される。絶縁性被膜１１Ｆを設けることで、コンタクタ１１とウエ
ハＷ間の余分な電気的接触を防止し、コンタクタ１１とウエハＷ間で安定した電気的導通
を取ることができる。耐熱性基板１１Ａは、高温下での熱膨張率が極めて小さく、１６０
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℃以上の温度下でコンタクタ１１の平面方向の熱膨張率が１～５０ｐｐｍ／℃、好ましく
は２～３０ｐｐｍ／℃の材料によって形成されている。そして、耐熱性基板１１Ａは、１
６０℃以上、例えば３５０℃の高温下であってもウエハＷの熱膨張との間に殆どズレがな
く一括接触状態を維持して確実に電気的導通を取ることができ、信頼性評価試験を確実に
行うことができる。この耐熱性基板１１は、例えばポリイミド、ビスマレイミドトリアジ
ン等の耐熱性樹脂、補強材（例えば、ガラスクロス、炭素繊維等）入りの耐熱性樹脂、ア
ルミニウム、銅、ステンレス、インバー合金、インバー等の金属、シリコン等の導体及び
窒化アルミニウム、炭化珪素等を主体としたセラミックの中から選択される少なくとも一
種の材料によって形成されている。これらの材料を二種以上用いる場合には適宜組み合わ
せて耐熱性基板１１Ａを形成することができる。絶縁性被膜１１Ｆを形成する材料は特に
制限されないが、例えばポリイミド系樹脂等の耐熱性樹脂が好ましく用いられる。絶縁性
被膜１１Ｆは信頼性評価試験を行う際に導通する部分を除いた表面に形成されていれば良
い。また、図４に示すように耐熱性基板１１Ａの種類に応じてその表面にシリコン酸化膜
等の絶縁層１１Ｇを設けても良い。
【００４９】
また、上記コントローラ２０は、表示装置にウエハＷの試験結果をウエハマップ（図１６
参照）として表示することができると共に、データ通信回線（図示せず）を介してアライ
ナー５０に試験結果を送信できるようになっている。
【００５０】
而して、上記アライナーは例えば図５の（ａ）、（ｂ）に示すように構成されている。こ
のアンライナー５０は、図５の（ａ）に示すように、ウエハＷを収納し且つウエハＷをロ
ード、アンロードするローダ室５１と、このローダ室５１に隔壁を介して隣接し且つウエ
ハＷとコンタクタ１１とを位置合わせ（アライメント）するアライメント室５２とを備え
、ウエハＷからコンタクタ１１とを一括接触させるためにこれら両者のアライメントを行
うように構成されている。そして、図示してないがローダ室５１には搬送機構（ピンセッ
ト）及び予備位置合わせ機構（サブチャック）がそれぞれ配設され、ピンセットを介して
キャリア内からウエハＷを一枚ずつ搬送し、搬送過程でサブチャック上でオリフラまたは
ノッチを基準にしてウエハＷを予備位置合わせ（プリアライメント）した後、ピンセット
を介してウエハＷをアライメント室５２へ搬送するようにしてある。
【００５１】
また、図５の（ａ）に示すように上記アライメント室５２にはヘッドプレート５３が開閉
可能に取り付けられ、このヘッドプレート５３にコンタクタ１１を装着し、開閉駆動機構
５４を介してアライメント室５２の上面開口を開閉する。このヘッドプレート５３の中央
にはコンタクタ１１より小径の第１開口部５３Ａが形成され、その内面（図５では開放さ
れて上向きになっている）にはコンタクタ１１を固定する固定機構５３Ｂが第１開口部５
３Ａを囲むように４個配設されている。この固定機構５３Ｂは、例えば同図の（ｂ）に示
すように、第１開口部５３Ａの周囲４箇所に形成された凹陥部５３Ｃ内に枢着された押さ
え部材５３Ｄと、押さえ部材５３Ｄの基端部に連結されたエアシリンダ５３Ｅとを備えて
いる。エアシリンダ５３Ｅが駆動すると押さえ部材５３Ｄが反時計方向に回転して第１開
口部５３Ａに載置されたコンタクタ１１をヘッドプレート５３に固定する。
【００５２】
また、図５の（ａ）に示すようにアライメント室５２内のヘッドプレート５３の下方には
Ｘ、Ｙ、Ｚ及びθ方向で移動可能なメインチャック５５が配設され、このメインチャック
５５上にウエハホルダー３２を介してウエハＷを載置する。メインチャック５５はＸＹス
テージ５６を介してＸ、Ｙ方向に移動する。このメインチャック５５は回転昇降機構（図
示せず）を内蔵し、回転昇降機構を介してＸＹステージ５６上で昇降すると共にθ方向に
正逆回転する。そして、ローダ室５１内のピンセットを介してプリアライメント後のウエ
ハＷをアライメント室５２内のメインチャック５５上の予め載置された鉄系合金等の磁性
材料からなるウエハホルダー３２上へ移載する。このウエハホルダー３２は後述するウエ
ハ搬送具で一体化したウエハＷとコンタクタ１１を搬送する時に機能する。
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【００５３】
アライメント室５２内には図示しないアライメント機構が配設され、このアライメント機
構はアライメントブリッジに固定された上カメラと、メインチャック５５側に固定された
下カメラとを備え、これらのカメラでによる撮像画像を表示装置５７に表示する。この表
示装置５７の表示画面にはタッチパネルも表示し、画面上でアライナー５０を操作するこ
とができる。そして、メインチャック５５を移動させて上カメラでウエハＷの電極パッド
を撮像すると共にメインチャック５５を移動させて下カメラでヘッドプレート５３に装着
されたコンタクタ１１のバンプ（図３参照）を撮像し、これらの画像データに基づいてウ
エハＷの電極パッドとコンタクタ１１のバンプをアライメントする。このアライメント機
構としては例えば特願平１０－５４４２３号において提案した技術を用いることができる
。また、開閉駆動機構５４はアライメント後にヘッドプレート５３を何回開閉してもコン
タクタ１１とウエハＷとが狂い無く一括接触するように構成されている。
【００５４】
また、上記表示装置５７の表示画面には上記信頼性評価試験装置１０とのデータ通信によ
って送信されてくる信頼性評価試験結果をウエハマップ（図１６参照）として表示できる
。ウエハマップには試験結果が数値で表示される。そして、ウエハマップを介して試験後
の不良個所とその様子を選択し、この不良デバイスを顕微鏡で観察できるようになってい
る。即ち、ヘッドプレート５３には第１開口部５３Ａに隣接させた第２開口部５３Ｆが形
成されている。この第２開口部５３Ｆの表面には顕微鏡（例えば、最高倍率が２０００倍
以上）（図示せず）が装着され、この顕微鏡を介してメインチャック５５上に載置された
ウエハＷの各デバイスを観察できるようになっている。従って、信頼性評価試験装置１０
において試験を行ったウエハＷをアライナー５０のメインチャック５５上に載置した後、
信頼性評価試験装置１０からの試験結果をアライナー５０へ通信回線を介して送信する。
そして、試験結果を表示装置５７の表示画面にウエハマップとして表示し、試験に用いた
デバイスを画面上で選択すれば、メインチャック５５の操作によってこの試験後のデバイ
スを顕微鏡の真下に移動させ、顕微鏡によってエレクトロマイグレーション現象によるボ
イド等をウエハ状態のまま観察することができる。
【００５５】
而して、アライナー５０において一括接触したウエハＷとコンタクタ１１はウエハ搬送具
６０を介して信頼性評価試験装置１０まで搬送される。このウエハ搬送具６０は、例えば
図６に示すように、ケース６１内に設けられた磁気回路（図示せず）と、この磁気回路を
開閉操作するためにケース６１に枢着された操作レバー６２と、この操作レバー６２の左
右に配置してケースに取り付けられた一対の取っ手６３とを備えている。尚、磁気回路に
代えて磁石を用い、磁石を操作レバー６２によって昇降するようにしても良い。従って、
ヘッドプレート５３の第１開口部５３Ａからウエハ搬送具をコンタクタ１１上に載置した
状態でハンドル操作を行うと、磁気回路が励磁してウエハホルダー３２を強力に吸着し、
図６に示すようにコンタクタ１１、異方性導電性シート３１及びウエハＷを位置ズレする
ことなく一体化する。
【００５６】
次に、図５～図１７を参照しながら本発明の信頼性評価試験方法の一実施形態を上記信頼
性評価試験システムの動作と共に説明する。まず、アライナー５０を用いてコンタクタ１
１のバンプとウエハＷの電極パッドを位置合わせする。それには開閉駆動機構５４を介し
てヘッドプレート５３を開き、ヘッドプレート５３の内面側から第１開口部５３Ａにコン
タクタ１１を固定機構５３Ｂを介して装着すると共にメインチャック５５上にウエハホル
ダー３２を載置する。次いで、開閉駆動機構５４を介してヘッドプレート５３を閉じる。
その後、ローダ室５１内でピンセット及びサブチャックを介してウエハＷをプリアライメ
ントした後、ピンセットを介してウエハＷをウエハホルダー３２上へ載置する。引き続き
、ＸＹステージ５６及び回転昇降機構が作動すると共にアライメント機構が作動し、ウエ
ハＷの電極パッドとコンタクタ１１のバンプのアライメントを行う。アライメント終了後
、ヘッドプレート５３を一旦開き、アライメント後のウエハＷ上に異方性導電性シート３
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１を配置する。次いで、開閉駆動機構５４を介してヘッドプレート５３でアライメント室
５２の開口部を閉じると、メインチャック５５が回転昇降機構が駆動して上昇し、コンタ
クタ１１のバンプとウエハＷの電極パッドが異方性導電性シート３１を介して一括接触し
、ウエハホルダー３２を含むシェルとして一体化する。
【００５７】
その後、オペレータがヘッドプレート５３の第１開口部５３Ａからウエハ搬送具６０をコ
ンタクタ１１上に載置し、ウエハ搬送具６０の操作レバー６２を介して磁気回路を励磁し
てコンタクタ１１側からウエハホルダー３２を強力な磁力によって吸着し、コンタクタ１
１、異方性導電性シート３１、ウエハＷ及びウエハホルダー３２を位置ズレさせることな
く一体化して固定する。そして、固定機構５３Ｂを解除しヘッドプレート５３を開いた後
、ウエハ搬送具６０をシェルと一緒にメインチャック５５上から取り外した後、ウエハ搬
送具６０を持って信頼性評価試験装置１０まで搬送し、その筐体１９から引き出されたウ
エハ収納部１２の加熱体２９上に載置する。次いで、ウエハ収納部１２の押さえ機構２７
をハンドル操作によって倒してウエハ収納部１２内のコンタクタ１１を外周縁部から接続
リング２４上のシールリング２６に押圧して固定する。この操作によってウエハＷがウエ
ハホルダー３２を介して載置台２２上の加熱体２９と仮接触する。また、コンタクタ１１
の外周縁部が接続リング２４上のシールリング２６と弾接して気密状態を形成すると共に
接続リング２４のポゴピン２４Ａと弾接し、コンタクタ１１と接続リング２４が電気的に
接触する。次いで、ウエハ搬送具６０の操作レバー６２を介して磁気回路を消磁してシェ
ルを解放し、ウエハ搬送具６０をコンタクタ１１から外した後、ウエハ収納部１２を筐体
１９内に押し込む。
【００５８】
然る後、コントローラ２０を介して押圧機構１３のシリンダ機構１３Ｄが駆動すると共に
貫通孔１３Ｅからベローズ１３Ｂ内に圧縮空気を圧入すると、シリンダ機構１３Ｄを介し
て押圧板１３Ａ及びベローズ１３Ｂと一緒に下降し、押圧板１３Ａ下面の補助加熱体２９
Ｃが押さえ機構２７の内側に嵌入する。押圧板１３Ａが下降端に達して押圧板１３Ａ下面
の補助加熱体２９Ｃがコンタクタ１１と接触する。この時、図７の（ａ）に示すようにベ
ローズ１３Ｂ内の加圧空気の圧力によって同図の矢印方向で示すように押圧板１３Ａが補
助加熱体２９Ｃを介してコンタクタ１１の中央部を押下し、コンタクタ１１をウエハＷに
対して全面均等に圧接させる。
【００５９】
押圧板１３Ａ及び押さえ機構２７からの押圧力でコンタクタ１１のバンプ１１Ｃとウエハ
Ｗの電極パッドは異方性導電性シート３１を介して電気的に一括接触する。この際、図７
の（ｂ）に示すようにコンタクタ１１が僅かに波打った状態に変形していてもベローズ１
３Ｂ内の加圧空気で補助加熱体２９Ｃを介してコンタクタ１１の変形を同図の（ａ）及び
図２に示すように矯正し、異方性導電性シート３１の働きと相俟ってコンタクタ１１の全
バンプとウエハＷの全電極パッドが確実に均等な押圧力を持って電気的に一括接触する。
信頼性評価試験に際しては５１２チャンネルを用いて５１２個のデバイスを一度に測定す
ることができるため、加熱炉を使用する従来方法に比べて試験時間を格段に削減すること
ができる。
【００６０】
上述した様態でウエハ収納部１２内には給気孔２２Ａから不活性ガスを所定時間（例えば
、約３０分）供給すれば、ウエハ収納部１２内の空気を排気孔２２Ｂから排気し、ウエハ
収納部１２内に不活性ガス雰囲気を形成して酸素濃度を１０ｐｐｍ以下、具体的には１～
５ｐｐｍ以下まで下げることができる。この酸素濃度になればウエハＷの電極パッド及び
金属配線が例えば酸化しやすい銅または銅合金によって形成されていても金属の酸化を確
実に防止する。例えば、図８の（ａ）に示すように最近使用されている銅、銅合金からな
るパッドＰの場合には、ウエハＷに銅、銅合金のパッドＰを形成してから試験まで長い日
数放置しておくと、パッドＰの表面に酸化膜が形成され、電気的な導通を取り難い場合が
ある。このような場合であっても窒素ガス等の不活性ガスをウエハ収納部１２内に予め供
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給し、不活性ガス雰囲気を形成して酸素濃度を数ｐｐｍ程度まで下げた後に加熱すれば、
その状態で加圧してコンタクタ１１とウエハＷとの電気的接続が良くなる。また、パッド
Ｐの表面の酸化が著しく進んでいる場合には、窒素ガス等の不活性ガスに水素ガス等の還
元性ガスを数％程度添加して供給すれば、２００℃以上の加熱下でパッドＰの酸化膜を還
元性ガスで還元し、コンタクタ１１との電気的接続が良好になる。このようにコンタクタ
１１とウエハＷの電気的導通が良好になった後、押圧機構１３を介してコンタクタ１１を
加圧すれば、コンタクタ１１とウエハＷが電気的に確実に接続され、信頼性の高い信頼性
評価試験を行うことができる。、この際、窒素ガス等の不活性ガスや水素ガス等の還元性
ガスは排気孔２２Ｂから排気されるが、ウエハ収納部１２内の最小限の空間に不活性ガス
雰囲気を形成するため、これらのガスの使用量を最小限に抑制することができる。
【００６１】
このように本実施形態ではウエハレベルで信頼性評価試験を行うことができるため、加熱
炉を使う従来の方法で行っていたウエハのダイシング工程及びアッセンブリ（パッケージ
ング）工程を全て省略することができ、試験時間の短縮及び試験コストを格段に削減する
ことができる。殊に、アセンブリ工程では銅、銅合金からなるパッドＰに直接ワイヤーを
ボンディングすることが難しいため、図８の（ｂ）に示すようにアルミニウムのバリア層
Ｂ及びパッド層Ｐ１を設けた後、ワイヤーＬをボンディングする必要がある。ところが、
本実施形態ではウエハ収納部１２内の酸素濃度を数ｐｐｍ程度まで下げることができるた
め、上述のように従来のアルミニウムのバリア層Ｂ及びパッド層Ｐ１を省略することがで
き、試験コストを更に削減することができる。従来方法でアルミニウムパッド層の他に、
アルミニウムのバリア層が必要になるのは、加熱炉は一般的に気密性が良くないため、銅
、銅合金のパッド部が試験中に酸化し、電気的導通が取れなくなるからである。
【００６２】
次いで、加熱機構１４が作動すると、加熱体２９及び補助加熱体２９Ｃが昇温し、これら
両者２９、２９ＣでウエハＷを上下から直接加熱する。このようにウエハＷを加熱体２９
と補助加熱体２９Ｃで挟んで上下から加熱するため、ウエハＷを目標温度（最大３５０℃
）まで短時間（例えば、１時間以内）で昇温することができ、しかも、ウエハ収納部１２
が断熱構造になっているため、ウエハ収納部１２内からの放熱による温度低下を格段に抑
制することができ、ウエハＷを目標温度で維持することができる。仮に、コンタクタ１１
の外周縁部からの放熱があっても加熱体２９は個別に機能する第１、第２加熱部２９Ａ、
２９Ｂによって構成されているため、外側の第２加熱部２９Ｂの働きでコンタクタ１１の
外周縁部からの放熱分を確実に補ってウエハＷ全面を目標温度に維持することができる。
この際、ウエハＷ面内の温度分布を１６０～３５０℃の範囲で±２．０℃以下に抑制する
ことができる。
【００６３】
而して、高温下でエレクトロマイグレーション試験を行う場合には、図２に示すようにＥ
Ｍ測定部１５Ａの接続基板１５Ｃを配線基板２５の延長部分２５Ａの外部接続端子に接触
した後、ＥＭ測定部１５Ａを介してウエハＷ内の５１２個のデバイスについて同時にエレ
クトロマイグレーション測定を実施し、テスタユニット１６において試験結果を解析する
。この場合、ウエハＷを３５０℃の高温を安定的に維持することができるため、例えば各
デバイスの銅配線の金属原子の移動を誘起し易く、短時間で試験結果を得ることができ、
ウエハＷの各デバイスを短時間で評価することができる。
【００６４】
エレクトロマイグレーション試験を行うに際して電流を印加する場合には、本実施形態で
はＥＭ測定部１５Ａを介して直流、パルス直流及び交流の三種類の電流を印加することが
できる。従来の加熱炉を使用する方法の場合には電流の印加方式は直流のみ、あるいはパ
ルス直流または交流のみであるが、本実施形態の信頼性評価試験装置１０は一台で三種類
の電流印加方式に対応することができる。
【００６５】
これら三種類の電流を印加する場合には試験パターンとして例えば図９の（ａ）、（ｂ）
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に示すウエハＷ上に形成された試験パターンが用いられる。これらの試験パターンは通常
最も頻繁に使用されるものである。基本的な試験パターンは、同図の（ａ）に示すように
電子の流れに対して上流端に接続孔を有する片終端タイプの試験パターンと、同図の（ｂ
）に示すように電子の流れの上流端と下流端それぞれに接続孔を有する両終端タイプの試
験パターンとがある。同図の（ａ）に示す片終端タイプの試験パターンの場合には電子が
下層配線から接続孔を介して上流の配線に流れる時に用いられる。試験配線の長さＬは通
常加速試験電流密度として０．５～２．０ＭＡ／ｃｍ２を用いるが、この際バックフロー
効果が起きない長さに試験配線を設定する必要がある。配線長さＬは５０μｍ以上あれば
十分であるが、例えば１００～２００μｍが好ましい。また、試験配線幅はデバイスや対
象としている検討内容によっても変わる。更に、試験を行う配線廻りにはダミーの配線が
通常デバイスの片側に１０本、両側で２０本程度配置されている。これらのダミー配線は
、試験配線が細い時にウエハプロセスのフィソグラフィー工程での近接効果を回避して目
標の配線幅に仕上げるためと、エレクトロマイグレーション試験時に配線から配線材料で
ある金属が吹き出し（Extrusion）を検知するために配置してある。試験は基本的には四
端子測定を行い、吹き出しモニターで監視する。
【００６６】
まず、直流を用いる場合には、図９の（ａ）の片終端タイプの試験パターンを使用し、配
線長Ｌは１００μｍに設定されたものを使用する。試験配線が銅、銅合金の場合には２５
０～３５０℃の試験温度を使用することが好ましい。配線がアルミニウム、アルミニウム
合金の場合には１５０～２５０℃の試験温度が好ましい。印加電流密度は、ジュール発熱
による温度上昇を起こさないようにするために０．５～３ＭＡ／ｃｍ２程度が好ましい。
図９の（ａ）に示す試験パターンを用いた時の相対抵抗値の変化の様子を図１０に示した
。この図からも明らかなように、抵抗値が全く上昇しない時間（Incubation Time）が長
くあり、その後、急激に抵抗値が上昇（Growth Time）していることが判る。この時、例
えば抵抗値が１０％、２０％に上昇した時点での時間を不良に至る時間（Time To Failur
e）と定義し、同じ試験パターンを用いて例えば３０個同時に試験をした場合、その累積
不良のグラフを示したのが図１１である。図１１では統計上の分布としては対数正規分布
を用いているが、信頼性評価試験装置１０はワイブル分布、正規分布も対数正規分布と同
様に出力することができる。図１１において、５０％不良に至る時間をＭＴＦ（Median T
ime to Failure）と定義し、直線近似した時の傾きの逆数がエレクトロマイグレーション
のバラツキとなる。これらの二つの値はＬＳＩのエレクトロマイグレーション寿命を予測
する上で非常に重要なパラメータになる。
【００６７】
パルス直流を用いる場合には、例えば図１２に示すパルス直流を印加する。ここで重要な
のはパルス周波数である。パルス周波数としては例えば５０ＫＨｚ～１０ＭＨｚ程度必要
であり、本実施形態の信頼性評価試験装置１０はこれに対応している。パルス直流による
エレクトロマイグレーション試験時には、パルス周波数によって金属原子の移動モードが
遷移することが知られている。今までの報告では、遷移する周波数は１００ＫＨｚ～数Ｍ
Ｈｚと云われている。従って、本実施形態の信頼性評価試験装置１０は金属原子の移動モ
ードを確実に測定することができる。また、交流電流を印加する場合には周波数と、図１
３に示すように周波数の正の領域と負の領域の面積を同一に保った状態でディーティ比（
ｔｏｎ／ｔcycle）を変えることが重要である。これは、ＬＳＩの回路で頻繁に起きてい
る金属原子の挙動を非常に類似しているからである。
【００６８】
ウエハＷ上でエレクトロマイグレーション試験を行う場合には５１２個のデバイスを同時
に試験することができる。これに対し、従来の加熱炉を使用する従来方法の場合には多く
ても１００個程度しか試験することができない。従って、試験能力が４、５倍向上する。
また、ウエハＷ上の試験パターンの配置と信頼性評価試験装置１０の試験パターンのグル
ーピング機能を使用することにより、高信頼化技術開発の観点から非常に重要なデータ、
即ち配線幅依存性（主拡散パスの同定）（図１４の（ａ）～（ｃ）参照）、臨界長さ（Lc
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:Critical Length）（図１５の（ａ）参照）、Ｒｅservoir長依存（図１５の（ｂ）参照
）等を一度に効率良く得ることができる。これに対し、従来の加熱炉を使用する従来方法
の場合には各データ毎に何回もパーケージをセットしなくてはならず、試験が非常に煩雑
で結果を得るまでに長時間を要していた。
【００６９】
また、ウエハレベルで試験を行うことによって信頼性に関係するアウトプットパラメータ
、例えばＴＴＦや初期抵抗値等がウエハＷ面内に如何なる状態で分布状態にあるかが図１
６に示すウエハマップとして出力され、その分布状態がすぐに判る。例えば図１６中、二
重の□でデバイスの出力結果は、図１０に示した相対抵抗値の変化を示す図であり、図１
１に示した累積不良分布を示す図で、これらのグラフから相対抵抗値の時間に対する変化
や時間に対する累積不良がすぐに判る。従って、試験結果に基づいて目的のデータを短時
間で効率良く得ることができ、しかもテスタユニット１６においてデータ解析を短時間で
効率良く正確に行うことができる。これに対し、従来の加熱炉を使用する従来方法の場合
にはウエハのダイシング後、デバイスを取り出してパッケージに入れる時にどのデバイス
かを記入する等の手間が掛かる上に、記入ミス等の間違いが発生する虞がある。
【００７０】
また、エレクトロマイグレーション試験後には、試験結果を信頼性評価試験装置１０から
アライナー５０へデータ通信で送信し、アライナー５０に試験結果を取り込むことができ
る。アライナー５０にはアライメント用のカメラと顕微鏡が設けられているため、アライ
メント室５２内に試験後のウエハＷをセットした後、アライメント機構を介して不良品を
顕微鏡の真下に位置合わせすることで、ボイド等のエレクトロマイグレーションによる不
良を即座に観察することができる。しかも５１２個の試験パターンを観察結果を画像とし
て保存することができる。また、例えば、ウエハマップ上で抵抗挙動のおかしいものなど
があれば、その画像をすぐに表示装置５７の画面に映し出すことができる。アライナー５
０は必要に応じてマニュアルモードでカメラを操作し、高倍率で不良部分及びその近辺を
観察することができる。更に、予め抽出したい抵抗挙動、ボイドの発生箇所等を指定すれ
ば、試験後にアライナー５０によるボイド観察後、自動的にそれらをリストアップするこ
とができる。これに対し、従来の加熱炉を使用する従来方法の場合にはパッケージ内から
デバイスを取り出し、顕微鏡で一つ一つ観察しているため、観察に多大な労力と時間が必
要である。
【００７１】
　上記エレクトロマイグレーション試験を行う場合にはウエハＷ面内の温度分布を例えば
１６０～３５０℃の範囲で±２．０℃以内に制御する。エレクトロマイグレーション試験
は温度と電流密度の加速条件下で行われ、試験結果としてＭＴＦ及びバラツキσを得る。
更に、温度条件と電流密度条件を変えて加速パラメータであるＥａ（Activation energy
）とｎ（Current exponent）を求め、最終的にＪｕｓｅ（Use current density at opera
ting condition）を求める。このＪｕｓｅが大きいほど良いことになる。ｎはエレクトロ
マイグレーションの原理から１（growth timeの成分）～２（incubation timeの成分）の
間を取り、試験パターンの出来具合や相対抵抗の変化で何％を不良とみなすかで変わる。
Ｅａは、拡散に対する活性化エネルギーで、試験パターンを如何なる材料とプロセスで形
成するかで決まるものである。ＥａとｎはウエハＷ側で決まるもので、信頼性評価試験装
置１０側で決まるものではない。これに対し、信頼性評価試験装置１０の性能が影響する
ものとしてバラツキσがある。ＭＴＦ及びσのＪｕｓｅに対する影響の度合いを図１７に
示す。図１７から判るように、バラツキσの影響は著しく大きい。換言すると、σが大き
いと、例えばσが０．５以上になるとＭＴＦがいくら長くても意味がない。バラツキσは
、ウエハＷ（ＬＳＩの製造プロセス）に起因するものと、信頼性評価試験装置１０に起因
するものがある。信頼性評価試験装置１０に起因するバラツキσが小さければ小さい程良
い。信頼性評価試験装置１０から発生するバラツキσとしてはウエハＷ面内の温度分布に
起因するものと、電流のバラツキに起因するものの二種類がある。図１８の（ａ）、（ｂ
）は、それぞれ電流のバラツキに起因するＪｕｓｅロスと、温度分布（バラツキ）に起因
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するＪｕｓｅロスを示したものである。これらの計算結果から判るように、温度分布によ
るロスが非常に大きいことが判る。このことから信頼性評価試験装置１０では、加熱機構
１４を用いて極めて狭い空間でウエハＷ全面を直接且つ均等に加熱することにより、３５
０℃の高温下でも温度分布を±２．０℃以内に抑制するようになっている。従って、信頼
性評価試験装置１０に起因するバラツキを格段に抑制することによって信頼性の高いエレ
クトロマイグレーション試験を行うことができる。
【００７２】
　上述のエレクトロマイグレーション試験以外に、リーク電流測定（Bias-Temperature T
esting：ＢＴ試験）またはＴＤＤＢ（Time Dependent Dielectric Breakdown）試験を行
う場合には、切換機構を介してＥＭ測定部１５Ａの接続基板１５ＣをＢＴ測定部１５Ｂの
接続基板１５Ｄに切り換え、一台の装置で全く異なった試験を行うことができる。従って
、従来のアセンブリ工程を省略することができると共に大量のデバイスを一度の試験する
ことができ、試験コストの削減を実現することができると共に試験効率を格段に高めるこ
とができる。
【００７３】
リーク電流試験に用いる試験パターンの一例を図１９の（ａ）～（ｄ）に示す。この場合
の試験パターンは、同図に示すように基本的には櫛型パターンと異なる配線間での平面パ
ターン若しくは配線パターンである。同図の（ｂ）及び同図の（ｄ）において、斜線で示
した部分はそれぞれ同図（ａ）及び（ｂ）に一点鎖線で示す方向からの配線の断面を示し
、同図の（ｃ）、（ｄ）の□は上層配線との接続孔を示す。リーク電流試験ではウエハＷ
をある温度に保って電圧を印加し、配線間のリーク電流の変化を時間の経過と共にモニタ
ーする。リーク電流がある一定の値に達した時点の時間が、そのサンプルの不良に至る時
間になる。エレクトロマイグレーション試験の時と同様に、不良に至る時間の分布をプロ
ットする。リーク電流試験の場合にはワイル分布が良く一致する。この場合もエレクトロ
マイグレーション試験の場合と同様に、大量のデバイスを一度の測定することができ、試
験パターンによってそれぞれの試験結果のグルーピングを行うことができるため、一度に
電界依存性等の複数の測定データを取得することができる。また、コンタクタ１１を作製
する時に、エレクトロマイグレーション試験用とリーク電流試験用のパッドは位置を同一
コンタクタ１１内に配置しておくことで、エレクトロマイグレーション試験とリーク電流
試験を同時に行うことができる。但し、エレクトロマイグレーション試験とリーク電流試
験の加速温度が同一温度に制限される。エレクトロマイグレーション試験とリーク電流試
験の加速温度が異なる場合には、信頼性評価試験装置１０を適宜使い分ける必要がある。
【００７４】
以上説明したように本実施形態によれば、コンタクタ１１と電気的に一括接触したウエハ
Ｗを収納するウエハ収納部１２においてコンタクタ１１を押圧する押圧機構１３と、この
押圧機構１３を介してコンタクタ１１と一括接触するウエハＷを直接加熱する加熱機構１
４とを備えているため、ウエハレベルで１００個以上、具体的には５１２個のデバイスを
エレクトロマイグレーション試験やリーク電流試験等の信頼性評価試験を行うことができ
る。従って、従来のようにウエハＷをデバイス単位にダイシングする工程及びそのアセン
ブリ工程を削減し、試験コストを削減することができると共に短時間で効率良く複数種の
信頼性評価試験を行うことができる。
【００７５】
また、ウエハ収納部１２は、コンタクタ１１と電気的に一括接触したウエハＷを載置する
載置台２２と、この載置台２２を囲み且つコンタクタ１１と電気的に接触する接続リング
２４と、この接続リング２４と電気的に接触し且つ載置台２２を支承する配線基板２５と
を有するため、最小限のウエハ収納空間で済ませることができ、短時間でウエハＷを１６
０℃以上、具体的には３５０℃まで短時間で昇温することができる。
【００７６】
また、押圧機構１３は、コンタクタ１１に接触する押圧板１３Ａと、この押圧板１３Ａに
下端が連結された金属製のベローズ１３Ｂと、このベローズ１３Ｂに連結された支持板１
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３Ｃと、これらの部材内に空気を圧入する手段とを有するため、空気圧によってコンタク
タ１１とウエハＷの接触圧を最適制御することができる。
【００７７】
また、接続リング２４上にコンタクタ１１と接触してウエハ収納部１２内を外部から封止
するシールリング２６を設けると共に、ウエハ収納部１２内に窒素ガス等の不活性ガスを
供給する手段を設けたため、ウエハ収納部１２内の酸素濃度を１０ｐｐｍ以下、具体的に
は１～５ｐｐｍ以下まで下げることができ、ウエハＷに形成された銅配線等の金属配線の
酸化を防止してコンタクタ１１とウエハＷを電気的に確実に接続し、信頼性評価試験を確
実に行うことができる。または、必要に応じて水素ガス等の還元性ガスを不活性ガスに添
加して供給ことにより、金属パッドの酸化が著しい場合であっても、酸化膜を確実に還元
してコンタクタ１１とウエハＷを電気的に確実に接続し、信頼性評価試験を確実に行うこ
とができる。
【００７８】
また、加熱機構１４は、加熱体２９の第１、第２加熱部２９Ａ、２９Ｂを介してウエハＷ
を下面側から加熱すると共に補助加熱体２９Ｃを介してウエハＷを上面側から加熱するた
め、ウエハＷ両面を上下から直接加熱し、目標温度（１６０℃以上、具体的には３５０℃
）まで短時間に昇温することができる。また、ウエハ収納部１２が断熱、気密構造になっ
ているため、試験中に目標温度を確実に維持することができると共にウエハＷ全面の温度
分布を±２．０℃以下に抑制することができ、温度のバラツキの殆どない信頼性の高い試
験結果を得ることができる。
【００７９】
また、ＥＭ測定部１５Ａ及びＢＴ測定部１５Ｂを設けると共に、これらの測定部１５Ａ、
１５Ｂを交互に切り換える切換機構を設けたため、一台の装置でエレクトロマイグレーシ
ョン試験とリーク電流試験を交互に切り換えて、あるいは同時に行うことができ、試験効
率を格段に高めることができ、試験コストを削減することができる。
【００８０】
また、本実施形態によれば、エレクトロマイグレーション試験時に、直流、パルス直流、
交流の三種の電流を印加する機能を有するため、一度の試験で三種類の試験を行うことが
でき、試験時間を格段に短縮することができる。また、ウエハＷ上に形成された複数の試
験パターンをグループ分けし、同時に５グループ以上の試験を行う試験パターンのグルー
ピング機能を有するため、一度の試験で信頼性に関係する複数のパラメータを得ることが
でき、試験効率及びデータの解析効率を格段に高めることができる。
【００８１】
また、本実施形態によれば、コンタクタ１１が耐熱性基板１１Ａを備え、この耐熱性基板
１１Ａの平面方向の熱膨張率が１～５０ｐｐｍ／℃であるため、１６０℃以上、例えば３
５０℃の高温下であってもウエハＷとの熱膨張に殆ど差が無く、コンタクタ１１とウエハ
Ｗ間の電気的接続を確実に取ることができる。また、耐熱性基板１１Ａの材料として、例
えばポリイミド、ビスマレイミドトリアジン等の耐熱性樹脂、補強材（例えば、ガラスク
ロス、炭素繊維等）入りの耐熱性樹脂、アルミニウム、銅、ステンレス、インバー合金、
インバー等の金属、シリコン等の導体及び窒化アルミニウム、炭化珪素等を主体としたセ
ラミックの中から選択される少なくとも一種の材料を使用することにより、上記熱膨張率
を確保することができる。更に、ウエハＷとの接続部や接続リング２４のポゴピン２４Ａ
との接続部以外を絶縁性被膜１１Ｆで被覆してあるため、コンタクタ１１とウエハＷ間の
余分な電気的接触を防止し、コンタクタ１１とウエハＷ間で安定した電気的導通を取るこ
とができる。また、コンタクタ１１とウエハＷの間に異方性導電性シート３１を介在させ
るため、コンタクタ１１のバンプとウエハＷの電極パッドを確実に電気的に導通させるこ
とができる。
【００８２】
また、本実施形態によれば、コンタクタ１１とウエハＷとを一括接触させるアライナー５
０と、このアイライナー５０において一括接触したコンタクタ１１とウエハＷをそのまま
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搬送するウエハ搬送具６０と、このウエハ搬送具６０を介して一体化したまま収納された
コンタクタ１１を用いてウエハＷの信頼性評価試験を行う信頼性評価試験装置１０とを備
えているため、アライナー５０においてコンタクタ１１のバンプとウエハＷの電極パッド
を確実に接触させてシェルとして一体化した後、ウエハ搬送具６０を介して信頼性評価試
験装置１０までシェルを搬送し、信頼性評価試験装置１０において確実に信頼性評価試験
を行うことができる。また、信頼性評価試験装置１０とアライナー５０はデータ通信可能
に構成されているため、信頼性評価試験装置１０において得られた試験結果をそのままア
ライナー５０に送信し、試験結果をアライナー５０においてウエハマップとして表示して
利用することができる。また、アライナー５０はウエハＷを試験結果に基づいて観察する
顕微鏡を有するため、試験に用いたデバイスをウエハマップ上で指定し、試験後のデバイ
スのボイド等を直接観察することができ、後のプロセス開発に有効利用することができる
。また、この観察画像はアライナー５０及び信頼性評価試験装置１０の双方で保存するこ
とができる。
【００８３】
また、本実施形態によれば、ウエハ搬送具６０は磁石を有するため、アライナー５０にお
いて一括接触したコンタクタ１１、異方性導電性シート３１及びウエハＷをウエハホルダ
ー３２を介して確実にシェルとして一体化し、その状態を固定することができ、コンタク
タ１１とウエハＷを位置ズレすることなく確実に搬送することができる。
【００８４】
【実施例】
本発明のコンタクタを製造する場合の方法及びその性能について図２０～図２２を参照し
ながら具体的に説明する。
【００８５】
実施例１
本実施例では図３に示すコンタクタ１１を製造する場合について説明する。まず、例えば
平均粒径０．６μｍの窒化アルミニウム粉末１００重量部、平均粒径０．４μｍのイット
リア粉末４重量部、アクリル系樹脂バインダ１２重量部及びアルコール２０重量部からな
る組成物のスプレードライを行って顆粒状の組成物粉末を調製した。次いで、この顆粒状
の組成物粉末を金型に投入し、平板状に成形して成形体（グリーン）を得た。この成形体
を１８９０℃、圧力１５ＭＰａで１０時間ホットプレスし、厚さ５ｍｍの窒化アルミニウ
ム焼結体を得た。この焼結体から直径３１０ｍｍの円板状に切り出して図２０の（ａ）に
示す耐熱性基板１１Ａを得た。この耐熱性基板１１Ａの平面方向の熱膨張率は４．５ｐｐ
ｍ／℃であった。
【００８６】
次いで、スパッタリング装置を用いて耐熱性基板１１Ａの表面に銅をスパッタリングし、
図２０の（ｂ）に示すように厚さ５μｍの銅薄膜１１Ｂ１を形成した。更に、ラミネート
用フィルム１０１で銅薄膜１１Ｂ１をラミネートした後、ラミネート用フィルム１０１を
露光、現像処理し、銅薄膜１１Ｂ１が部分的に露呈する開口部１０１Ａを有するエッチン
グ用レジスト膜１０１として形成した（同図の（ｃ）参照）。その後、５５℃のＨＦ／Ｈ
ＮＯ３水溶液（ＨＦ／ＨＮＯ３／水＝１／１／２）を用いてエッチングレジスト膜１０１
が形成された部分以外の銅薄膜１１Ｂ１を除去した後（同図の（ｄ）参照）、エッチング
用レジスト膜１０１を除去して金属銅からなる導体回路１１Ｂを形成した（同図の（ｅ）
参照）。
【００８７】
次いで、スピンコート法を用いて耐熱性基板１１Ａの主面（導体回路１１Ｂの形成された
方の面）にバンプ形成用の液体レジストを塗布した後、温度１６０℃で２０分間乾燥させ
てレジスト塗膜を形成した。次いで、レジスト塗膜を露光、現像処理し、図２１の（ａ）
に示すようにバンプ形成用の開口部１０２Ａを有するメッキ用レジスト膜１０２を形成し
た。次いで、無電解ニッケルメッキ浴内で開口部１０２Ａから導体回路１１Ｂに対してニ
ッケルメッキ１１Ｃ１を施した後（同図（ｂ）参照）、同図の（ｃ）に示すようにメッキ
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用レジスト膜１０２を除去してウエハＷと接続するためのバンプ１１Ｃを形成した。更に
、導体回路１１Ａ及びバンプ１１Ｃに対してニッケルメッキ膜１０３を施した（同図（ｄ
）参照）。
【００８８】
また、図２２の（ａ）に示すようにスピンコート法を用いて予め粘度を３０Ｐａ・ｓに調
整した感光性カルド型ポリマーの溶液をニッケルメッキ膜１０３及び耐熱性基板１１Ａの
表面全面に塗布した後、温度１６０℃で２０分間乾燥させ、フォトレジスト膜１０４を形
成した。次いで、同図の（ｂ）、（ｃ）に示すようにバンプ開口部に相当する部分に黒円
が描画されたフォトエッチング用マスクをフォトレジスト膜１０４上に載置した後、紫外
線を４００ｍＪ／ｃｍ２の条件で照射してフォトレジスト膜１０４を露光、現像処理し、
ウエハＷと接続するための接続用開口１０４Ａを形成した。更に、同図に（ｄ）に示すよ
うに開口部１０４Ａからバンプ１１Ｃ及び導体回路１１Ｂに貴金属（例えば、金）メッキ
１０５を施した。これらの一連の処理により耐熱性基板１１Ａ上に導体回路１１Ｂ及びバ
ンプ１１Ｃが形成されたことになる。また、図示してないが、上記一連の処理と同様にし
て、信頼性評価試験装置１０のポゴピン２４Ａと接続するための接続用パッド部１１Ｅを
露出するための開口部を形成した（図３の（ａ）、（ｂ）参照）。バンプは方形形状であ
り、ピッチ方向の最大の長さが７５μｍであった。
【００８９】
実施例２
本実施例では図４に示すコンタクタ１１を製造する方法について説明する。例えば平均粒
径１．１μｍの炭化珪素粉末１００重量部、焼結助剤の炭化硼素粉末０．５重量部、アク
リル系樹脂バインダ１２重量部及びアルコール２０重量部からなる組成物のスプレードラ
イを行って顆粒状の組成物粉末を調製した。次いで、この顆粒状の組成物粉末を金型に投
入し、平板状に成形して成形体（グリーン）を得た。この成形体を２１００℃、圧力１７
．６ＭＰａで１０時間ホットプレスし、厚さ３ｍｍの炭化珪素製のセラミック基板を得た
。このセラミック基板に１５００℃で溶融した珪素溶液に浸漬し、セラミック基板に珪素
溶液を含浸させた。次いで、このセラミック基板を表面から直径２１０ｍｍの円板状に切
り出して複合体基板を得た。この複合体基板の平面方向の熱膨張率は３．６ｐｐｍ／℃で
あった。この複合体基板にガラスペースト（Ｇ－５２３Ｎ：昭栄化学工業（株）製）を塗
布した後、６００℃で１時間焼成して炭化珪素を主成分とする複合体基板の表面に厚さ２
μｍのシリコン酸化膜１１Ｇを形成して耐熱性基板１１Ａを得た（図４参照）。そして、
この耐熱性基板１１Ａの主面に導体回路１１Ｂ等を上述した工程に準じて形成する。
【００９０】
即ち、スパッタリング装置を用いて耐熱性基板１１Ａの表面に銅をスパッタリングし、厚
さ５μｍの銅薄膜を形成した。更に、ラミネート用フィルムで銅薄膜をラミネートした後
、ラミネート用フィルムを露光、現像処理し、銅薄膜が部分的に露呈するエッチング用レ
ジスト膜として形成した。その後、５５℃のＨＦ／ＨＮＯ３水溶液（ＨＦ／ＨＮＯ３／水
＝１／１／２）を用いてエッチングレジスト膜が形成された部分以外の銅薄膜を除去した
後、エッチング用レジスト膜を除去して金属銅からなる導体回路１１Ｂを形成した。
【００９１】
次いで、スピンコート法を用いて予め粘度を３０Ｐａ・ｓに調整した感光性カルド型ポリ
マーの溶液を耐熱性基板１１Ａの主面全面に塗布した後、温度１５０℃で２０分間乾燥さ
せて感光性カルド型ポリマーの半硬化膜からなる樹脂層を形成した。次いで、ウエハＷの
パッド部及び信頼性評価試験装置１０のポゴピン２４Ａとの接続用パッド部１１Ｅに相当
する開口部部分に黒円が描画されたフォトエッチング用マスクを上記樹脂層上に載置した
後、紫外線を４００ｍＪ／ｃｍ２の条件で照射して上記樹脂層を露光、現像処理し、ウエ
ハＷと接続するための接続用開口部及び信頼性評価試験装置１０のポゴピン２４Ａと接続
するための接続用パッド部１１Ｅを露出するための開口部を形成した。その後、２５０℃
で１２０分間で樹脂層を本硬化させ、絶縁性被膜１１Ｆを形成した。更に、金メッキ浴を
用いて厚さ０．０３μｍの金層をパッド部に形成して図４に示すコンタクタ１１を得た。



(23) JP 4173306 B2 2008.10.29

10

20

30

40

50

【００９２】
実施例３
本実施例では基板の材料としてガラスクロス入りのポリイミド基板（平面方向の熱膨張率
が３０ｐｐｍ／℃）を使用した。この基板は、ガラスクロスにポリイミド樹脂を含浸させ
、８０℃で１時間乾燥させてＢステージとしたプリプレグを１０枚積層して７．８ＭＰａ
、１２０℃で１時間加熱、加圧して製造したものである。即ち、スパッタリング装置を用
いてポリイミド基板の表面に銅をスパッタリングし、厚さ５μｍの銅薄膜を形成した。更
に、レジスト用フィルム（東京応化（株）製ＤＦ）で銅薄膜をラミネートした後、露光、
現像処理し、銅薄膜が部分的に露呈するエッチング用レジスト膜として形成した。その後
、５５℃のＨＦ／ＨＮＯ３水溶液（ＨＦ／ＨＮＯ３／水＝１／１／２）を用いてエッチン
グレジスト膜が形成された部分以外の銅薄膜を除去した後、エッチング用レジスト膜を除
去して金属銅からなる導体回路を形成した。
【００９３】
次いで、スピンコート法を用いて予め粘度を３０Ｐａ・ｓに調整した感光性カルド型ポリ
マーの溶液をポリイミド基板の主面全面に塗布した後、温度１５０℃で２０分間乾燥させ
て感光性カルド型ポリマーの半硬化膜からなる樹脂層を形成した。次いで、ウエハＷのパ
ッド部及び信頼性評価試験装置１０のポゴピン２４Ａとの接続用パッド部１１Ｅに相当す
る開口部部分に黒円が描画されたフォトエッチング用マスクを上記樹脂層上に載置した後
、紫外線を４００ｍＪ／ｃｍ２の条件で照射して上記樹脂層を露光、現像処理し、ウエハ
Ｗと接続するための接続用開口部及び信頼性評価試験装置１０のポゴピン２４Ａと接続す
るための接続用パッド部１１Ｅを露出するための開口部を形成した。その後、２５０℃で
１２０分間で樹脂層を本硬化させ、絶縁性被膜１１Ｆを形成した。更に、金メッキ浴を用
いて厚さ金層をウエハＷとの接続パッド部及び信頼性評価試験装置１０との接続用パッド
部の表面に形成し、ワイヤーボンディング装置を用いて尖塔状の金バンプを形成してコン
タクタを得た。
【００９４】
比較例１
本比較例では基板の材料として炭素繊維を使用した。例えば、炭素繊維（東レ製Ｔ－３０
０相当品：繊維径１５μｍ）とフェノール樹脂と混合し、窒素ガス中、１０００℃の温度
下、１９．６Ｐａの圧力でホットプレスし、平面方向の熱膨張率が０．９ｐｐｍ／℃の炭
素基板を耐熱性基板として得た。この炭素基板にガラスペースト（昭栄化学工業（株）製
Ｇ－５２３Ｎ）を塗布し、６００℃で１時間焼成して表面に厚さ２μｍのシリコン酸化膜
を形成した。
【００９５】
スパッタリング装置を用いて耐熱性基板の表面に銅をスパッタリングし、厚さ５μｍの銅
薄膜を形成した。更に、レジスト用フィルム（東京応化（株）製ＤＦ）で銅薄膜をラミネ
ートした後、露光、現像処理し、銅薄膜が部分的に露呈するエッチング用レジスト膜とし
て形成した。その後、５５℃のＨＦ／ＨＮＯ３水溶液（ＨＦ／ＨＮＯ３／水＝１／１／２
）を用いてエッチングレジスト膜が形成された部分以外の銅薄膜を除去した後、エッチン
グ用レジスト膜を除去して金属銅からなる導体回路を形成した。
【００９６】
次いで、スピンコート法を用いて予め粘度を３０Ｐａ・ｓに調整した感光性カルド型ポリ
マーの溶液を耐熱性基板の主面全面に塗布した後、温度１５０℃で２０分間乾燥させて感
光性カルド型ポリマーの半硬化膜からなる樹脂層を形成した。次いで、ウエハＷのパッド
部及び信頼性評価試験装置１０のポゴピン２４Ａとの接続用パッド部１１Ｅに相当する開
口部部分に黒円が描画されたフォトエッチング用マスクを上記樹脂層上に載置した後、紫
外線を４００ｍＪ／ｃｍ２の条件で照射して上記樹脂層を露光、現像処理し、ウエハＷと
接続するための接続用開口部及び信頼性評価試験装置１０のポゴピン２４Ａと接続するた
めの接続用パッド部を露出するための開口部を形成した。その後、２５０℃で１２０分間
で樹脂層を本硬化させ、絶縁性被膜１１Ｆを形成した。更に、金メッキ浴を用いて厚さ０
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．０３μｍの金層をウエハＷとの接続パッド部及び信頼性評価試験装置１０との接続用パ
ッド部の表面に形成してコンタクタを得た。
【００９７】
比較例２
本比較例ではフェノール樹脂板を使用した以外は比較例１と同様である。このフェノール
樹脂板は未硬化のフェノール樹脂をフッ素樹脂製の鋳型に入れ、１２０℃で硬化させたも
のである。この基板の平面方向の熱膨張率は６０ｐｐｍ／℃であった。
【００９８】
上記各実施例及び各比較例で得られたコンタクタについてバンプアレイシートを用い、２
５℃及び２５０℃におけるウエハＷとコンタクタとのコンタクト率を求め、下記表１に示
す結果を得た。下記表１に示す結果によれば、本実施例１、２のコンタクタ１１はいずれ
も１００％のコンタクト率を示し、２５０℃の高温下での使用することができることが判
った。これに対し、比較例１、２の場合には室温程度の温度下では１００％のコンタクト
率を示すが、２５０℃の高温下で
の使用には耐え得ないこと判った。
【００９９】
【表１】

【０１００】
尚、本発明は上記実施形態に何等制限されるものではなく、本発明の範囲内において各構
成要素を適宜設計変更することができる。例えば、押圧機構１３の押圧板１３Ａを断熱材
によって形成し、コンタクタ１１上面からの放熱を防止できれば補助加熱体２９Ｃは設け
なくても良い。また、本実施形態ではコンタクタ１１とウエハＷ間に異方性導電性シート
３１が介在しているが、コンタクタ１１のバンプとウエハＷの電極パッドが弾力的に接触
する構造になっていれば、異方性導電性シート３１は介在しなくても良い。また、本発明
のコンタクタも上記実施形態に何等制限されるものではない。要は、平面方向の熱膨張率
が１～５０ｐｐｍ／℃を示す耐熱性基板を有するコンタクタは本発明に包含される。また
、本発明のコンタクタは信頼性評価試験以外にも使用できることは云うまでもない。
【０１０１】
【発明の効果】
本発明によれば、半導体素子をウエハレベルで信頼性評価試験を迅速且つ効率良くしかも
高い信頼性を持って行うことができると共に信頼性評価試験に要する労力及び費用を格段
に低減することができる信頼性評価試験装置、信頼性評価試験システム及び信頼性評価試
験方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の信頼性評価試験装置の一実施形態の構成を示す図で、（ａ）はその要部
を示す構成図、（ｂ）はコントローラを示す斜視図である。
【図２】図１に示す信頼性評価試験装置を用いてウエハの信頼性評価試験を行う状態の要
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部を示す断面図である。
【図３】本発明のコンタクタの一実施形態を示す図で、（ａ）はその断面図、（ｂ）はそ
の平面図である。
【図４】本発明のコンタクタの他の実施形態を示す断面図である。
【図５】ウエハとコンタクタを位置合わせするアライナーの一例を示す図で、（ａ）はそ
の外観を示す斜視図、（ｂ）は固定機構を示す断面図である。
【図６】ウエハ搬送具を用いてシェルを吸着した状態を示す側面図である。
【図７】（ａ）は図２に示す押圧機構を介してコンタクタとウエハが一括接触する状態の
側面を示す模式図、（ｂ）はコンタクタが撓んだ状態を誇張して示す側面図である。
【図８】（ａ）は本発明の信頼性評価試験方法で使用されるウエハの銅配線における電極
パッド部を拡大して示す断面図、（ｂ）は従来の加熱炉を用いて行う信頼性評価試験方法
で使用されるウエハの銅配線における電極パッド部を拡大して示す断面図である。
【図９】エレクトロマイグレーション試験に用いられるウエハ上の試験パターンを示す平
面図で、（ａ）は片終端タイプを示す図、（ｂ）は両終端タイプを示す図である。
【図１０】エレクトロマイグレーション試験中の相対抵抗変化とテスト時間の関係を示す
グラフである。
【図１１】エレクトロマイグレーション試験による累積不良を示すグラフである。
【図１２】パルス直流を用いたエレクトロマイグレーション試験において印加する電流の
波形である。
【図１３】交流を用いたエレクトロマイグレーション試験において印加する交流の波形で
ある。
【図１４】（ａ）～（ｃ）はそれぞれ主拡散パスとＭＴＦの配線幅依存性の関係を示す図
である。
【図１５】（ａ）は臨界長測定結果を示すグラフ、（ｂ）はＭＴＦのReservoir長依存を
示すグラフである。
【図１６】ＴＴＦ、初期抵抗のウエハ分布と示す図である。
【図１７】ＭＴＦ、σのＪｕｓｅに与える影響を示すグラフである。
【図１８】（ａ）は電流のバラツキによるＪｕｓｅロスを示すグラフ、（ｂ）は温度分布
によるＪｕｓｅロスを示すグラフである。
【図１９】ＢＴ試験（ＴＤＤＢ試験）で使用する試験パターンの一例を示す図で、（ａ）
は上層配線のパターンを示す平面図、（ｂ）は（ａ）の断面図、（ｃ）は下層配線のパタ
ーンを示す平面図、（ｄ）は（ｃ）の断面図である。
【図２０】本実施形態のコンタクタを製造する工程を示す図である。
【図２１】図２２に示す工程に続くコンタクタ製造工程を示す図である。
【図２２】図２１に示す工程に続くコンタクタ製造工程を示す図である。
【符号の説明】
１０ 信頼性評価試験装置
１１ コンタクタ
１２ ウエハ収納部（収納部）
１３ 押圧機構
１３Ａ 押圧板
１３Ｂ 金属製ベローズ
１３Ｃ 支持板
１４ 加熱機構
１５ 測定部
１５Ａ ＥＭ測定部
１５Ｂ ＢＴ測定部
２２ 載置台
２２Ａ 給気孔（不活性ガスを供給する手段）
２４ 接続リング
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２５ 配線基板
２６ シールリング（シール部材）
２９ 加熱体
２９Ａ 第１加熱部
２９Ｂ 第２加熱部
２９Ｃ 補助加熱体
３１ 異方性導電シート
５０ アライナー
Ｗ ウエハ

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図１９】 【図２０】

【図２１】 【図２２】
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